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経済学研究 46-4
北海道大学 1997.3

日米自動車産業の共謀度と競争度の比較

r 小 野

前稿 [2 ] (本誌第45巻第 4号)の基本モデ

ルにおいて，われわれの分析は市場規模と各国

市場の競争状態(これは対称的企業数で測られ

る)が重要な役割を果たしていることをみた。

[ 1 ] (本誌第45巻第 l号)の概説で叙述されて

いるように，日本経済が対外的に門戸を閉じて

いて，自由化の庄力が加えられるとき，例えば，

1950年代後半の資本自由化，において， 日本企

業の国際競争力が多くの論者によって問題とさ

れてきた。しかし，小宮が指摘したように，こ

の“国際競争力"というあいまいな表現は，個々

の論者によりあるときは主観的に，またあると

きは労働の生産性の比較や資本力の比較によっ

て，より客観的に行なわれた。しかし，何故そ

れが国際競争力を測る尺度となるのか，また，

その尺度が大方の論者の共通の認識となってい

るかは疑問であった。

小宮が主張するように，ある企業が輸出活動

を行なうのか，あるいは海外に工場を建設して

生産を行なうのかは，例えば，労働の生産性が

その企業が他の企業より高いからではないであ

ろう。その企業にとって，上記の行動がプロフイツ

タブルであるか否かが重要なのである。この意

味で，圏内の販売のみに専念するか，輸出も併

用するか，あるいは海外直接投資を行なうかは，

競争企業の戦略をも考慮にいれて選択する結果

であり，その意味で小宮の指摘は，輸出活動を

選択する企業にとって，輸出がナッシュ均衡解

であることを意味している。前稿 [2]の分析

で，われわれは小宮の指摘した問題をより単純

な想定のもとで明らかにした。すなわち，生産

性に何らの差もなく(同ーの費用関数の仮定)，

r告

市場規模が同一である場合でも，輸出活動を行

なう固と行なわない国があるという可能性を明

らかにした。それによれば， クールノーの仮定

のもと，対称的企業数を仮定すると，企業数の

少ない国(より独占的という)の方が，輸出活

動を行い易いということであった。

この章の目的は主として 2つある。第一の目

的は，クールノーの仮定が妥当するか否かの検

証である。われわれの基本モデルの分析では，

各企業がクールノーの仮定にしたがって行動す

ることを想定している。しかし，現実に企業の

コンジェクチャーが，自分が数量を変えても競

争相手が変えないと考えて行動するとは思われ

ない。第二の目的は，対称的企業数を計測する

ことである。前稿[2 ]の分析で明らかなよう

に，クールノーの仮定が成立するならば，たと

え同一規模の市場であっても，園内市場がより

独占的である企業が，競争的市場に位置する企

業よりも，輸出活動や海外直接投資を先に行う

と考えられる。したがって， 1970年代の日本の

アメリカ市場への自動車輸出の増加と，日本市

場へのアメリカの自動車の輸出がほとんどない

という非対称性を説明するために，対称的企業

数が必要とされる。この目的のため，日本の自

動車の対米輸出自主規制が始まる1981年以前の

日本とアメリカの自動車産業の分析が必要とな

る。したがって，われわれは， 日本経済が復興

を始めた1955年から1970年までの，資本自由化

前後までを一つの分析対象とする。ついで，日

本自動車産業が復興から成長，発展をした1970

年代を分析の対象とする。

本稿は以下のように構成されている。第 1節
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は，戦後の自動車産業の発展と市場規模の拡大 国内用生産台数=-96184 + 18.46GNP 
(日本経済の成長)の関係を簡単に調べる。第 (-0.478) (22.272) 

2節では， 1955年から1970年頃までの期間の共

謀度と競争度を日米の自動車産業について検討

する。第3節では， 1970年代に 2節と同様の分

析を行う。第4節で，本章で得られた結果の簡

単な評価が行われる。

1.日本経済の発展と自動車産業の成長

戦後日本の自動車生産量に関しては，前稿

[ 1 ] (本誌第45巻第 l号)の表 1で与えられて

おり， GNPとの関連も既に図 1で示されてい

る。日本経済の戦後の目ざましい発展は，国内

の自動車市場の規模を拡大し，かっ自動車産業

の成長とともに，関連産業の発展を促し，それ

が日本経済の成長につながるという側面もあっ

たであろう。

前 稿[2 ]の分析で明らかにされたように，

市場規模の拡大とともに，自動車生産量は増加

し，その一部は輸出の増加となる。これらの関

係を明らかにするため，以下で 2つの回帰式を

推計した。第一は，園内市場の拡大と自動車生

産量の関係を調べている。第二は，国内市場規

模の拡大と国内需要の関係である。

最初の式は， 1955年から1993年までの日本の

自動車生産台数(自動車， トラック，パスの合

計)と GNP(歴年，昭和60歴年を基準とした

実質値，単位10億円)の関係を回帰分析した。

生産台数=-1364903+38.4636GNP 

(-3.781) (25.885) 

R2=0.9477， F1直=670.017

これより日本の市場規模の拡大と自動車の生産

には密接な正の関係のあることが読み取れる。

同様の推定を日本の自動車生産から輸出を差し

引いた国内販売用の自動車生産台数と GNPの

関係を回帰分析する。

R2=0.9306 F値=496.02

この推定式も圏内需要と市場規模の密接な正の

関係を示唆する1)。

これら二つの回帰方程式は，圏内市場規模の

拡大と自動車にたいする国内需要の増加と整合

的であり，それが輸出の拡大にもつながること

を意味している。

2. 圏内寡占市場の実証分析

(1955ー1960年代後半)

わが国の自動車産業は戦後， 日本経済の成長

とともに発展してきたが， 1960年代後半までは

輸出の生産量に占める割合は比較的小さく，各

自動車企業は圏内市場で、寡占的行動を取ってい

たと考えられる。日本経済が戦後の復興をなし，

また1950年の朝鮮戦争による特需の時期を除き，

ガットに加盟した1955年を始点として， 1960年

代の中頃から後半へと市場が徐々に共謀的にな

ることを明らかにする。

前章で議論されたように，コンジェクチュラ

ノレ・バリエーションに簡単な仮定を設けると，

以下の関係が出てくる。

(4.1) Yj =α十bXj

ここで仏 =ξ旦，判=町，司=市場占有率，

を表わす。実瓜には，経済のトレンドを取り除

くため，以下の式でリグレッションを行う。

(4.2) Yj = α+bXj十cz

1)自動車の生産台数に関するデータは『自動車年

鑑』日本自動車会議所・日刊自動車新聞社共編

1965-1995年版，但し原データは自動車工業

会調べ。 GNPのデータは「長期遡急及主要

系列国民経済計算報告(昭和3昨平成元年)J

経済企画庁編 r国民経済計算年報(平成

7年版)J 経済企画庁編，による。
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ここで z=GNPを使用する。上の定義より以

下の関係が得られる。

α
一日α

 

び及
I
一川ηa 

ここで ηは重要の価格弾力性， αは共諜度を表

す。

企業の有価証券報告書より，利潤率とシェアの

関係を (4.2)式でリグレッションする。その

際，マージン率 Ylに関して二つの定義を使用

した。最初は，Y: = [売上高一材料費一労務

費J/売上高，であり，これは限界費用の計算

にあたって材料費を差し引き，さらに工場で働

く労働者への賃金支払いを差し引いたものであ

る。第二は，i=営業利益/売上高，であり，

これは限界費用ではなく平均費用でマージン率

を計算したものである。

まず， 1955年から1963年までのデータでaと

bの推定値を求める。

ぜ=0.00309+0.2517x+3.003x10-6CNP 
(0.082) (2.734) (5.662) 

If = 0.3287， AdjR2 
= 0.3105 

上の式より αとηを計算すると， α=0.0121，

可=3.9235と計算される。しかし，明らかに，

切片aがOである可能性を否定できなし、。従っ

て，推測的変動は Oに近い値を取るであろう。

このことはこの期間自動車産業がクールノー的

行動を取っていたことを示唆する。もしそうで

あれば，その場合の需要の価格弾力性は η=

3.9929と求められる。

他方 y2に関しては以下の推定式が得られ

る。

if = 0.0341 +0.1746x+0却 6x10-6CNP
(2.051) (4.297) (2.121) 

If = 0.2212， AdjIf = 0.2001 

これより η=4.780，α=0.1636と計算される。

それ故，いずれのマージン率による推定方法

でも，戦後の日本の自動車産業の寡占的行動は

クールノー的行動が満足される可能性が強かっ

たと考えられる。われわれは， 1960年から始ま

る池田内閣による所得倍増計画とそれに符合す

る日本の高度成長によって，市場j尉莫が拡大し，

輸出の増大と共に1960年代後半の資本自由化の

実現と，日本の自動車メーカーは国内の競争だ

表 1 推定結果

1955-1964 

x GNP R' AdjR' 

y1 0.028012 0.284191 2.494x 10-6 0.3131 0.2970 
(0.838) (3目165) (5.787) 

y2 0.039586 0.178148 0.394x 10-6 0.2182 0.1998 
(2.778) (4.654) (2.142) 

1955-65 
y1 0.041140 0.305901 2.226x 10-6 0.2996 0.2849 

(1.310) (3.409) (5.846) 
y2 0.046752 0.173283 0.16x 10-6 0.1951 0.1781 

(3.602) (4.673) (1.790) 

1955-66 
y1 0.05860 0.306077 1.94x 10-6 0.2944 0.2809 

(2.085) (3.537) (6.052) 
y2 0.051859 0.162680 0.220x 10-6 0.1666 0.1508 

(4.384) (4.492) (1.639) 

1955-67 
y 1 0.0674798 0.301298 1.707x 10-6 0.2800 0.2674 

(2.903) (3.574) (6.269) 
y2 日目056998 0.154180 0.156x 10-6 0.1533 0.1386 

(5.433) (4.493) (1.412) 

カッコ内は t-値を示Lている。
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表 2 αとηの{直

y1による推定方法の場合

1955-64 1955-65 1955-66 1955-67 

η 3.2030 2.8815 2.7394 2.6589 

α 0.0897 0.1185 0.1615 0.1989 

y2による推定方法の場合

1955-64 1955-65 1955 -66 1955-67 

η 4.5928 4.5447 

α 0.1818 0.2125 

けでなく，国際的な動向にも多大の注意を払わ

なければならなくなる。このような急激な環境

の変化は自動車メーカーに新たな情報を与える

ことにより，彼等の市場での行動に影響を与え

る。従って，新たにデータを付加したことによ

る推測的変動の変化は，新しい情報の追加を反

映したものと考えられる。このようにして，

1955年から1964，1965， 1966，及び1967とl年

毎にデータを加えて推計を行った。結果は表 1

にまとめられている。

表 1の結果を使用して， αとηの値を計算し

て表2にまとめることができる。

表2の結果から明らかなように，いずれの計

測結果からも日本経済の高度成長と共に市場規

模が拡大し，自動車産業が共謀的に推移してい

ることが読み取れる。しかし，この期間の日本

の自動車市場は依然、としてクールノーの仮定が

満たされる状況に近い状態にあったと思われる。

これを更に1970年代の初頭まで延長して推定し

た結果が表3にまとめられている。

4.6612 4.7353 

0.2417 0.2699 

1970年代に入ってから，自動車販売市場は共

謀的行動に推移する傾向を強めてゆくと考えら

れる。

さて，上で得られた αとηの値を使用して，シ

ンメトリックな場合の理論値としての企業数を

計算することができる。

各企業の利潤最大の必要条件から，マージン

率向=ξ丘と定義すると以下の関係式が

得られる。

m¥-万七k

この式をアグリゲイ卜して，シンメトリックの

仮定を使用して，企業数を以下のように計算で

きる。アグリゲイ卜した式は以下のようになる。

nm = L: m， =よ[l+(n-l)α]
I~ ¥η  

これよりシンメトリックな場合の企業数を求め

ることができる。

1α 
n=~ァ一一一

rrm一α

表 3

y1による推定方法の場合

1955 -68 1955ー 70 1955-72 

d 0.2457 0.3307 0.4229 
η 2.5772 2.917 2.5331 

0.2580 0.1967 0.1020 
0.2461 0.1856 0.0912 

y2による推定方法の場合

日 0.3134 0.3748 0.4229 
η 4.8606 4.8023 4.9572 

0.1322 0.1443 0.1350 
0.1183 0.1324 0.1245 
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日本企業の場合，法人株主の割合が大きく上

で述べた理論的利潤と営業利潤は一致しない可

能性がある。これは例えば，長期的観点から設

備投資や内部留保に本来利潤の一部であるべき

部分を廻すことが考えられるからである。従っ

て，われわれは以下で Y1の指標を使用するこ

ととする。このようにして， 1955-68年までで

推計されたαとηを使用して， 1968年における

日本の自動車市場における対称的企業数を計算

すると， η =1.4817と計算される。また， クー

ルノーの仮定の下では， nC =1.3251と計算され

る。同様にして，日本国内における対称的企業

1955年-1963年
X GNP Adj 

Y 0.1258 0.2880 0.000069 0.6801 0.6535 
( -1.233) (7.015) (1.346) 
1955年-1964年

X GNP Adj 
Y -0.1164 0.2849 0.000064 0.6926 0.6698 

( -1.536) (7.602) (1.744) 
1955年-1965年

X GNP Adj 
Y -0.1021 0.2845 0.000064 0.7092 0.6898 

( -1.761) (8.296) (1.744) 
1955年-1966年

X GNP Adj 
Y (--0i.l 0558 0.2830 0.000021 0.7006 0.6825 

.184) (8.647) (1.572) 
1955年-1967年

X GNP Adj 
Y 0.0046 0.2835 0.000019 0.6620 0.6432 

( -0.106) (8.387) (0.416) 
1955年-1968年

X GNP Adj 
Y 0.0008 0.2803 0.000016 0.6649 0.6477 

( -0.023) (8.787) (0.417) 
1955年-1970年

X GNP Adj 
Y 0.0530 0.2792 -0.000019 0.6304 0.6140 

(1.561) (8.647) ( -1.411) 
1955年-1972年

X GNP Adj 
Y 0.0558 0.2799 -0.000021 0.6534 0.6398 

(1.982) (9.614) ( -1.928) 

これらの推定結果より， αとηを計算すると以下の表のようにまとめられ

る。
1955-63 1955-64 1955-65 1955 -66 1955-67 

α 0.7762 -0.6912 0.5599 -0.2457 -0.0167 
η 6.1656 5.9352 5.4814 4.4005 3.5860 
α 

1955-68 1955-70 1955-72 

α 0.0032 0.1596 0.1663 
η 3.5778 3.0097 2.9777 
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数はそれぞれ， 1970年が n=1.8413及び1972年

はπ=1.9005である。クールノーの仮定の下で

は， 1970年はが1.4405及び:1972年はn'1.3763で

ある。

以上から，この時期における日本の競争度は

小さいといえる。次いで， この時期のアメリカ

市場を概観する。

日本の場合に該当するよう以下の回帰分析を行っ
円

I~。

上の表から分かることは，やはり αの値に関し

て日本と同様アメリカにおいても傾向的に大き

くなっているということである。但し，推定結

果を見ると α=0という帰無仮説を有意水準5

%で棄却できるのは， 1955-72年の期間のみで

ある。従って，この期間はクールノー的状況に

近かったと考えられるか，或いは αの値はプ

ラスであるがさほど大きな値でないといえる。

更に， 1970年はクライスラーがマイナスの営業

利益を計上した年であり，特殊な年と考えられ

る。 他方， ηに関しては傾向的に非弾力的に

なっているといえる。この傾向は， 1955年から

1970年まで仮に α=0であっても概ね該当する。

日本と同様， 1968年と1972年の理論値としての

シンメトリックな企業数を計算すると，それぞ

れn=14.94とn=9.55となる。(1970年に関し

ては，上で述べたようにクライスラーの営業利

益がマイナスなため，nm-1くOとなる。)クー

ルノーの場合の企業数は， 1968年，及び1972年

と計算すると，n' =4.50，及び3.86となる。

1960年代後半から1970年初頭の日米両国の自

動車市場において，両国の競争度を計算するた

めシンメトリックな状況での理論値を計算した

が，そこから示唆されることは，仮に日米両国

が分離された独立市場として考えると，アメリ

カ市場のほうが競争的であったといえる。即ち，

たとえ日米両国が同一サイズであるとしても，

日本企業のほうが先に輸出を行う可能性がある。

実際にはアメリカ市場のほうがサイズが大きい

から， I科研究報告書」の 3章で述べたように

更に日本企業のほうが輸出するインセンテイブ

はアメリカの企業よりも大きい。

3. 輸出拡大の時代一1970年代

第2節の分析で明らかになったように，日本

の自動車メーカーが経済の成長と共に生産の規

模を拡大し，それに伴つで海外からの貿易自由

化圧力が強まるにつれ，各メーカーは市場で共

謀的行動を取るようになった。従って，アメリ

カ市場に1970年代初頭から日本の自動車メーカー

が進出し，逆にアメリカの自動車メーカーが日

本に進出しなかったという現象は，単にアメリ

カ市場が日本の市場より大きいというだけでな

く，競争度の相違からも説明できる。

1970年代における日米の自動車貿易の特徴は，

日本からの輸出が増大し他方，アメリカからの

輸出がほとんどないという特殊な現象であった。

この時期の日本市場とアメリカ市場のα，α*，

η，及び η*の推計方法を述べ，如何にしてシ

ンメトリックな企業数を計算するかを明らかに

する。これには二つの方法が考えられる。第一

の方法は，日本の自動車メーカーの国内販売額

と輸出額とが分けられたデータとしてある場合

であり，第二の方法はそれらが分離されない場

合である。まず，第一の場合から述べる。この

場合は基本的には第2節の推定方法と同じであ

る。即ち，N及びN*をそれぞれ日本とアメリ

カの自動車メーカーの集合を表すとすれば，以

下の二つの関係式が成立する。

(4.3) 

及び

(4.4) 
tJ* -c*α* 1α* 占

ーー一一一τ十一一一一:ァ寸一一一一一±一一一S，叩ρ隷 η不 η不 A

u，N 

If::NUN* 

(4.4)式においてたNの場合，左辺の値は輸

出によるマージン率を表し関税や輸送費用は差

しヲ|かれている。右辺の司*はアメリカ市場に

おける日本の各自動車メーカーのシェアを表す。

即ち， qjε 及び qj*をそれぞれアメリカ市場に
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おける日本の自動車メーカーとビッグスリーの である O それ故，

販売台数を表すと，

ぞ cq，ぞ h * 及び
2Mε+31仏

J 一一一一---.!h.
叶2::q，f十2::， ql本

IcW IcW'， 
上の回帰式は以下のようになされる。

(3) y， = a+bs，+c[GNP] iEN 

ここで y，は日本の自動車メーカーの園内マー

ジン率を表す。

(4) 

y，* =α*十b*s，牢 +c*[GNP勺 iENUN*

ここで，iENの場合y，*， s，*は日本の自動車メー

カーの輸出からのマージン率並びにアメリカ市

場におけるシェアを表す。 iEN*の場合は， y，*， 

s，*はそれぞれビッグスリーのマージン率と圏

内シェアを表す。

これらのリグレッションから

~* 

η* 一一一二一~*一一一二一-
a*+bド山 α*+b* 

と計算される。

しかし，上の方法は日本の自動車メーカーの国

内販売額と輸出額が分離出来ない場合には適用

できなし、。この場合，以下の手順が考えられる。

いま，日本の自動車メーカーの総売上は

ρqニ ρq+p*qε

ここで各メーカーを表すサブスクリプトは省略

している。{旦し，

q=q十qf

7(361) 

ρ=φ+(1 -t)ρ* 

である。ここで tニ -17と定義される。従つ
q十q'

て，日本の自動車メーカーのマージンは

ここで r=主主と定義される。これは全販売額
pq 

に占める圏内販売額のシェアを表す。上の式に

(1)及び(2)式を代入すると，

y， = α+ bs，+ CS，f iEN 

と書き表される。ここで y，=主手立。
P 

G 一 αrIαベl-r)
一 一ηη申

(1一月1γ
b= 一一一~及び

η 

ヲ
匂れ守

己義定ん」α一
V
八一

f

市

4
一一一C

 

アメリカの自動車メーカーに関して，以前と同

じ関係が成立する。

y，* =α*+b*s，* 

~* 

ここでs，*一一一ーで三L
2:: q，<十2::， q，* 
IcW IcW' -， 

リグレッションは以下のように行う。日本に関

しては以下の 2本の式のうちいずれかフィット

の良いほうを選ぶ。

y， = α+ bs， +cs， f + d [GNP] 

或いは

y， = a十bs，+cs，ε+d[GNP]+e[GNP*] 

更に，アメリカのビッグスリーのデータから
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Yl水 =a*+b*SI*+C*[GNP*J 

のリグレッションを行う。これらの 2本のリグ

レッションから以下を計算できる。

α一 α一(1-:-r)α**G*
一 α 一一一一一一一

G十b一(1-r)aド α*+b*

r=1一長

ηr  _* _ 1 
α+b-(1-r)a*' ./α*十b水

シンメトリックな企業数の計算

3ページの(1)式を総和すると

ηnm =αn+(1一α)L: SI ここで

一 ρ-cI
ml=ーコー=国内販売マージン率を表す。こ

れより

1-α 
n=~一一一rrm一α

(4.4)式を日本のメーカーに関して総和する

と，

η*nmニ α*n十(1 α*)L:司*
IcW 

ここでm<= L: m'< 
I~ 1 

d、*

及びm15=ヲfL=輸出のマージン率

(2)式をアメリカの企業に関して総和すると，

η*η*m* α*n傘十(1一α*)L:向*
IcW' 

，、*_r>* 
ここでm，*=三一一子L であるのp平ー

上の 2つの式を足し合わすと，

η*[nm*+η*m地]=α本 (n+n*)+(1一αつ

或いは

n
 

*
 α

 

一
r
一J
U

η
・一一

一
一
一
*

l
「一「
W

つ一
η

α
一

/
l
¥
一一一

*
 n

 

ともとまる。

1970年から1980年までの日本の乗用車市場の回

帰方程式は以下のように推計される。

Yl = 0.221 +0.628s~-3.01s1<-9.9x10-8GNP 
(2.87) (3.16) (-2.58) (-0.29) 

R2 
= 0.1003， AdjR2 

= 0.07 

アメリカの GNPを説明変数としてリグレッショ

ンすると，

Yl = 0.18十O.62s1 -2. 98s1ε+ 
. (0.67) (3.11) (-2.53) 

2.2x10-2GNP-1. 7x10-5GNP* 
(0.11) (-0.16) 

となり，切片の定数が有意でなし、。従って，上

の式を採用する。

アメリカに関しては，

Yl* = 0.19+0.28s1*-7.2x10-
6GNP* 

(2.15)(5.36) (-2.78) 

R2 = 0.57， Adjk = 0.54 

こうして， コンジェクツラル・ノイリエーション

と需要の弾力性を求めると，以下のようになる。

η= 3.9262，α= 0.7840， 

η* = 2.0548，α* = 0.4061 

と計算される。日本の需要の価格弾力性に関し

て， 1960年代よりも非弾力的であるように思わ

れる。また，共謀度が著しく大きく，アメリカ

市場における共謀度も大きくなっているが，そ

れでも日本の圏内市場と比べるとはるかに小さ

い。これらよりシンメトリックな場合の企業数

を計算すると，日本の自動車メーカーの数は，

1976年が1.96，1978年が1.99，そして1980年が

4.97と計算される。この時期は， しかしながら，

アメリカの自動車メーカーの営業利益は極端に

低下しており，フォードやクライスラーはマイ
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ナスの利益を計上している時期にも該当する。

従って， これらの時期を選択することは適当で

はない。それ故，クールノーのケースの企業数

を比較する。日本の自動車メーカー数は， 1976 

年が1.11900 1978年が1.1205，そして1980年が

1.2086である。他方， 1976年， 1978年， 1980年

のアメリカの自動車メーカーの営業利益率はア

ニュアル・レポートより以下のように計算され

る。

アメリカに関しては，単純に1970年から1980

年までをリグレッションすることはできなし、。

何故なら，既に1970年代後半にビッグスリーの

うちのフォードあるいはクライスラーの経営が

行き詰まり，営業利益が赤字に転落しているか

らである。アニュアル・レポートによると，ビッ

グスリーの営業利益率は以下のように計算され

る。

1976年

GM FORD CHRYSLER 
0.1159 0.0550 0.0347 

1978 

0.1025 0.0551 -0.0209 

1980 

0.0205 -0.0514 -0.2026 

上で明かに， フォードやクライスラーは既に

1970年代後半には経営上のトラブルを生じてい

る。従って，アメリカのシンメトリックな企業

数を計算する場合，営業利益率の極端な低さが，

競争的状態を予測する以上にマイナスの値を生

じさせる。従って， ここではクールノーの場合

を考察する。この場合，

品 1 m* 
η円ド一一一τ=士一 て二~nrrm叩 m-'-

1976年はビッグスリーがプラスの営業利潤を獲

得していた時期で，まだ貿易摩擦の議論が本格

化していないので， この年の企業数を計算する。

1976年の日本の企業数は1.96であるから，問題

は日本企業のアメリカでのマージン率である。

これがアメリカ企業の平均営業利益率の 2割増

であると，アメリカの企業数は4.755となる。

仮に，平均営業利益が 5割増と 2倍のケースを

考えると，それぞれアメリカの企業は4.167及

び3.187と計算される。それ故， アメリカ市場

の方が日本市場よりも競争的であったと思われ

る。

4.結び

われわれは，日本経済の成長が自動車にたい

する需要を拡大し，更に輸出の増大へと向かつ

てゆくことを示した。第 2節で，日本の自動車

産業が閉鎖的寡占市場であると考えられている

1955年から1960年代後半までの自動車の市場状

態を，日米の自動車産業に関して比較分析をお

こなった。その結果，日本市場はアメリカ市場

に比べて，僅かばかり共謀的であるように思わ

れるが，クールノーの仮定を否定することがで

きないことも判った。したがって， 1955年から

1960年代までの日本とアメリカの自動車産業の

競争形態はおおむねわれわれが基本モデルで想

定した状況にあったといえるであろう。ただし，

1960年代後半から1970年代に入って，日米の自

動車産業の共謀度が大きくなっていく傾向を指

摘できる。他方，対称的企業数に関しては，日

本市場がより独占的であることが判った。

第 3節の分析では 2節の結果が更に1970年

代にまで適用されることを明らかにした。。日

本の自動車市場はアメリカの市場と比べてより

共謀的であり，対称的企業数を比較すると，よ

り独占的である。

したがって，上の結果から， もし日米の自動

車市場の規模が同一で， 日米自動車メーカーの

費用関数が同一であれは日本の自動車メーカー

は1960年代からアメリカ市場への輸出の誘因を

持っていたかもしれなし、。では，何故日本の自

動車メーカーの輸主が1960年代に行われなかっ
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たのであろうか。これに対しては，二つの異な

る考え方がありうる。

第一は，もし通常考えられているように，ア

メリカの自動車市場が日本のそれよりもはるか

に大きいとしたら， 3章の分析で明らかなよう

に，日本の自動車メーカーはより早い時期にア

メリカ市場への輸出を行う誘因を持つはずであ

る。しかし，当時の日本の自動車メーカーの費

用関数はアメリカの自動車メーカーの費用関数

と同ーのレベルにあったとは考えにくい。戦後，

日本の自動車メーカーは外国の自動車メーカー

と技術提携を行い，技術的ギャップを埋めるの

に懸命であった。したがって， このような技術

的な遅れが1960年代の日本自動車メーカーの行

動を説明するというものである。第二は，アメ

リカの自動車市場はそれほど大きくはないのか

もしれないということである。われわれは，ア

メリカの自動車と日本の自動車は同質的である

と仮定しているが， [1 ]で叙述したように，

アメリカ市場では大型車はアメリカ製，小型車

は輸入車というすみわけができていたと思われ

る。例えば，アメリカの小型車市場の大きさを

推定すると， 1960年と1965年のアメリカの自動

車輸入量は，それぞれ約49万台(うち乗用車44

万台)と59万台(うち乗用車56万台)であるの。

これに，当時アメリカの AMCの生産台数35

万台(1965年)を加えても， 100万台に達して

いない。したがって， 1960年代のアメリカの小

型車市場は日本のそれと比較しでも大きなもの

ではなかったと思われる。アメリカの小型車市

場の拡大は，日本より先にアメリカ市場に輸出

活動を展開したフオルクスワーゲンなどのヨー

ロッパの自動車メーカーによる小型車需要の喚

起と1970年代に二度経験するオイルショックを

待たなければならないのかもしれなし、。
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